
 　　　渋川市移動支援事業実施要綱

 　（目的）

第１条　この要綱は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律（平成１７年法律第１２３号。以下「法」という。）第７７条

第１項第８号の規定に基づき、屋外での移動に支障がある障害者及び障

害児（以下「障害者等」という。）について、外出のための支援を行う

ことにより、障害者等の地域での自立生活及び社会参加を促すことを目

 的とする。

 　（実施主体）

第２条　この事業の実施主体は、渋川市とし、事業の一部（サービス実施の

決定、費用負担区分の決定を除く。）を、法第３６条第１項の規定によ

る指定障害福祉サービス事業者（居宅介護のサービス提供を行うものに

限る。）又は市長が適当と認めた法人等に委託するものとし、委託に当

たっては、事業に関する委託契約を締結するものとする。 

 　（対象者）

第３条　この事業の対象者は、渋川市に住民登録された者（渋川市以外から

法に基づくサービス又はこの事業に類するサービスの提供を受けている

者を除く。）又は渋川市以外に住民登録された者（渋川市が法に基づく

サービスの提供を行っている者に限る。）であって、次のいずれかに該

当する者のうち別表に該当する者とする。ただし、児童にあっては児童

福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第４条に定める乳児及び幼児を除

く。 

（１）　身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第４

項の規定により身体障害者手帳の交付を受けている者で、屋外での

活動に著しい制限のある視覚障害者及び視覚障害児。ただし、法に

 基づく同行援護サービスの提供を受けている者は除く。

（２）　身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第４

項の規定により身体障害者手帳の交付を受けている者で、身体障害

者手帳に記載の旅客鉄道株式会社旅客運賃減額が「第１種」の身体

障害者及び身体障害児。ただし、法に基づく重度訪問介護サービス



 の提供を受けている者を除く。

（３）　療育手帳制度要綱（昭和４８年９月２７日厚生省発児第１５６

号厚生事務次官通知）に基づく療育手帳の交付を受けている者及び

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２

３号）第４５条第２項の規定により精神障害者保健福祉手帳の交付

を受けている者。ただし、法に基づく行動援護サービスの提供を受

 けている者は除く。

（４）　法第４条第１項に規定する治療方法が確立していない疾病その

他の特殊の疾病（以下「難病等」という。）であって政令で定める

ものによる障害の程度が厚生労働大臣が定める程度である者及び児

童福祉法第４条第２項に規定する難病等であって法第４条第１項の

政令で定めるものによる障害の程度が同項の厚生労働大臣が定める

程度である者で、難病等に起因した症状がより重度の状態の時の身

体の状態が同条第２号と同等の者又はこれに準ずるもの。ただし、

 法に基づく重度訪問介護サービスの提供を受けている者を除く。

 　（事業の内容、支給量及び単位等）

第４条　移動支援事業の内容は、別紙１のとおりとし、原則として１日の範

囲内で事業を終えるものとする。ただし、次に掲げる移動は事業の対象

 としない。

（１）　通勤及び営業活動等の経済活動に係る移動（ただし、一定期間

の訓練を行うことにより、単独で、通勤が可能になると見込まれる

場合においては、この限りではない。） 

（２）　通学及び施設への通所等のための移動（ただし、一定期間の訓

練を行うことにより、単独で、通学及び通所が可能になると見込ま

れる場合においては、この限りではない。） 

 （３）　病院への通院介助等のための移動

 （４）　ギャンブル及び飲酒等を目的とした移動

 （５）　宗教、政治活動又は営利を目的とする団体活動に伴う移動

 （６）　保護者等による対応が適当と認められる移動

 （７）　社会通念上移動支援事業を利用することが適当でない移動



（８）　前各号に掲げる移動のほか、通年かつ長期に継続する移動（た

だし、一定期間の訓練を行うことにより、単独で、移動が可能にな

ると見込まれる場合においては、この限りではない。） 

２　この事業の支給量は、月２０時間を上限とする。ただし、障害者の日常

生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則（平成１８年

厚生労働省令第１９号）に規定する事項を勘案し、市長が特に必要と認

めた場合は、２か月の範囲内で、月３０時間を上限として決定できるこ

 ととする。

３　この事業の単位は、３０分を１単位とする。ただし、３０分を超えた利

用時間で端数が生じた場合は、１５分以上で１単位とし、１５分未満は

 切り捨てることとする。

４　事業の支援方法は、次の各号のいずれかとする。 

（１）　常に利用対象者１人に対して、サービスを提供する者（以下「

介護者」という。）１人又は２人で実施する（以下「個別支援型」

 という。）。

（２）　複数の利用対象者に対して、介護者が１人で実施する（以下「

グループ支援型」という。）。ただし、この場合の介護者に対する

 利用者の人数の比率は、３倍を超えてはならないものとする。

（３）　利用対象者のうち、一定期間の訓練を行うことにより、単独で

、通勤、通学又は通所することが可能になると見込まれる場合に、

常に利用対象者１人に対して、介護者が１人で実施する（以下「自

立支援型」という。）。ただし、この場合の利用期間は、訓練の開

 始日から起算して３か月を超えてはならないものとする。

５　個別支援型における、利用対象者１人に対して、２人でのサービス提供

（以下「２人介護」という。）は、障害者等の身体介護を伴う場合であ

 って、次の各号に該当し、市長が認めたときに限る。

（１）　障害者等の身体的理由により１人による身体介護が困難と認め

 られるとき。

（２）　暴力行為、著しい迷惑行為、器物破損行為等が認められるとき

 。



（３）　その他障害者等の状況等から判断して、第１号又は前号に準ず

 ると認められるとき。

 　（申請）

第５条　この事業を利用しようとする者（以下「申請者」という。）は、移

動支援事業利用申請書（様式第１号）を市長に提出しなければならない

 。

 　（決定及び通知）

第６条　市長は、申請書の提出があった場合は、速やかにサービス提供の要

否を決定し、当該申請者に対し、承認の場合には移動支援事業利用決定

通知書（様式第２号）により通知し、不承認の場合には不承認決定通知

 （様式第３号）により通知するものとする。

２　利用の決定を受けた者（以下「利用者」という。）は、利用決定期間満

了後も引き続きこの事業を利用しようとするときは、利用決定期間満了

 の１か月前から前条に定める申請をするものとする。

３　決定された支給量の変更は、移動支援事業利用申請書（様式第１号）に

 よるものとする。

 　（届出）

第７条　利用者は、次の各号のいずれかに該当する場合は、移動支援事業申

請内容変更（利用辞退）届出書（様式第４号）を市長に届け出なければ

 ならない。

 （１）　利用者等の氏名、住所等に変更があった場合

 （２）　サービスを辞退する場合

 　（利用取消し）

第８条　市長は、利用者等が次の各号のいずれかに該当する場合は、既に決

 定したサービスを取り消すことができる。

 （１）　この事業の対象者でなくなった場合

 （２）　偽りその他不正な手段によりサービスを受けた場合

 （３）　市長が利用を不適当と認めた場合

２　市長は、前項の規定により利用決定を取り消したときは、移動支援事業

利用決定取消し通知書（様式第５号）により利用者に通知するものとす



 る。

 　（利用の方法）

第９条　利用者がこの事業を利用しようとするときは、移動支援事業利用決

定通知書を委託を受けた事業者に提示し、利用者が依頼するものとする

 。

 　（事業に係る費用等）

第１０条　事業の実施に係る委託費は、別紙２に定める基準額から利用者負

 担額を差し引いた額とする。

２　本事業における身体介護が伴う場合の費用の算定方法は、法に基づく指

定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額

の算定に関する基準（平成１８年厚生労働省告示５２３号）に規定する

 通院等介助の身体介護が伴う場合の算定方法等により算定する。

３　介護者が車両等を運転し移動する時間は、本事業の報酬算定の対象外と

する。ただし、市長が運転手以外の介護者の同乗を認め、障害者等を介

 護している場合を除く。

４　利用者は、別紙２に定める利用者負担額を事業に要する経費の一部とし

て直接サービスを受けた事業者に支払うものとする。ただし、第１１条

 に規定する利用者ごとの利用者負担上限月額までとする。

５　第４条に定める２人介護を行ったときの費用は、費用の請求金額に２を

 乗じた額とする。

 　（利用者負担上限月額）

第１１条　市長は、利用者の世帯が該当する次の各号のいずれかの額を、利

用者負担上限月額に設定することができる。この場合において、世帯の

範囲は、利用者が障害者の場合は障害者及びその配偶者又は障害児の場

 合は保護者が属する世帯全員とする。

（１）　生活保護法（昭和２４年法律第１４４号）に基づく生活扶助を

 受けている世帯　０円

（２）　世帯の当該年度の市町村民税（４月から６月までの間の申請に

 ついては、前年度とする。）が非課税　０円

（３）　障害者及びその配偶者の当該年度の市町村民税（４月から６月



までの間の申請については、前年度とする。）の所得割額の合計が

 １６万円未満　９，３００円

（４）　保護者の属する世帯全員の当該年度の市町村民税（４月から６

月までの間の申請については、前年度とする。）の所得割額の合計

 が２８万円未満　４，６００円

 （５）　上記のいずれにも該当しない　３７，２００円

２　前項に規定する市町村民税の算定に当たっては、障害者の日常生活及び

社会生活を総合的に支援するための法律施行規則第２６条の３の規定に

よる、扶養親族及び特定扶養親族があるときは、地方税法等の一部を改

正する法律（平成２２年法律第４号）第１条の規定による改正前の地方

 税法により算出した額とする。

 　（委託費の請求及び支払）

第１２条　市長は、委託を受けた事業者に対して、次により委託費を支払う

 ものとする。

（１）　委託を受けた事業者は、翌月１０日までに移動支援事業委託費

請求書（様式第６号）に移動支援事業委託費明細書（様式第７号）

及び移動支援提供実績記録票（様式第８号）を添付し、市長に請求

 するものとする。

（２）　市長は、委託費の請求書を受理したときは、その内容を審査し

 ３０日以内に支払うものとする。

（３）　市長は、必要と認めたときは、委託した経費の経理の状況等に

 ついて、調査を行うことができる。

 　（記録、諸帳簿等）

第１３条　委託を受けた事業者は、この事業について明確に経理するととも

に、この事業に関する諸記録、帳簿等を次のとおり整備しなければなら

 ない。

 （１）　移動支援事業の活動内容を記録した業務日誌

 （２）　市からの委託費の経理に関する帳簿

 （３）　その他事業に関する記録、帳簿等

 　（サービスを提供する者）



第１４条　サービスを提供する者は、次の各号のいずれかに該当する者とす

 る。

（１）　委託を受けた事業者が運営する指定障害福祉サービス事業所等

に勤務する従業者であって、介護福祉士若しくは居宅介護従業者養

成研修の課程を修了し、当該研修の事業を行った者から当該研修の

 課程を修了した旨の証明書の交付を受けた者

（２）　介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８条第２項に規定す

 る政令で定める者

 （３）　市長がこれらに準じる者として認めた者

 　（損害賠償措置）

第１５条　委託を受けた事業者は、法人所有車等を利用してサービスを提供

する場合、利用者に対するサービスの提供により賠償すべき事故が発生

した場合に備えるため、次に定める保険金額を補償内容とする損害賠償

 保険に加入しなければならない。

 （１）　対人賠償８，０００万円以上

 （２）　対物補償２００万円以上

 （３）　搭乗者傷害特約付き

 　（遵守事項）

第１６条　委託を受けた事業者は、事業を実施するに当たり次の各号を遵守

 すること。

（１）　従業者の資質向上のため、その研修の機会を積極的に確保する

 こ　　と。

（２）　サービス提供時に事故が発生した場合は、市及び家族等に速や

 かに連絡をするとともに、必要な措置を講じること。

 （３）　業務上知り得た利用者等に関する情報を漏らしてはならない。

 　（その他）

第１７条　この要綱に定めるもののほか、事業の実施に関し必要な事項は、

 市長が別に定める。

 　　　附　則

 　この要綱は、平成１８年１０月１日から施行する。



 　　　附　則

 　この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。

 　　　附　則

 　この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。

      附　則 

 　この要綱は、平成２４年７月１日から施行する。

      附　則 

 　この要綱は、平成２４年１０月１日から施行する。

      附　則 

 　この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。

 　　　附　則

　この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。ただし、この要綱の改正

 前になされた事業の支給量の上限は、なお従前の例による。

 　　　附　則

 　この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。

 　　　附　則

 　この要綱は、平成２７年１０月１日から施行する。

 　　　附　則

　この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。ただし、この要綱の改正

 前になされた第６条に基づく決定は、なお従前の例による。

 　　　附　則

 　この要綱は、令和２年４月１日から施行する。

 　　　附　則

 　この要綱は、令和３年４月１日から施行する。

 　　　附　則

 　（施行期日）

 １　この要綱は令和５年４月１日から施行する。

 　（経過措置）

２　この要綱による改正後の渋川市移動支援事業実施要綱の規定は、令和５

年１０月１日以降の利用に係る決定について適用し、令和５年９月３０



日までの利用に係る決定については、なお従前の例による。



別表（第３条関係） 

（障害者の該当要件） 

１次に掲げる項目において｢できる｣以外に該当する項目が、申請者が１８歳

以上の身体障害者（視覚障害者を除く。）及び難病等の者にあっては、５以

上、視覚障害者、知的障害者及び精神障害者にあっては、２以上あること。

ただし、各項目の判断は、法に基づく障害支援区分に係る認定調査の基準を

用いるものとし、申請に当たっては、次の全ての項目を調査するものとする

。 

 

移 動 や 動

作 等 に 関

する項目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「座位保持」 

座った状態を１０分程度保持することはできますか。 

１．できる ２．見守り等  ３．部分的支援  ４．全面的支

援 

 

「移乗」 

車イスへの乗り込み、トイレで便座に座るとき等で見守りや

支援が必要ですか。 

１．できる ２．見守り等  ３．部分的支援  ４．全面的支

援 

 

「両足での立位保持」 

平らな床の上で１０秒程度立っている事ができますか。 

１．できる ２．見守り等  ３．部分的支援  ４．全面的支

援 

 

「歩行」 

立った状態から何らかの支えがなく５ｍ以上歩けますか。 

１．できる ２．見守り等  ３．部分的支援  ４．全面的支

援 



  

「移動」 

屋内外において必要な場所へ移動する際、見守りや支援が必

要ですか。 

１．できる ２．見守り等  ３．部分的支援  ４．全面的支

援 

 

身 の 回 り

の 世 話 や

日 常 生 活

する項目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「食事」 

通常、食事（飲水を含む）を摂るときに支援が必要ですか。 

１．できる        ３．部分的支援  ４．全面的支

援 

 

「排尿」  係る一連の行為（尿意、トイレへの移動、移乗、

排尿動作、後始末）をひとりで行っていますか。 

１．できる        ３．部分的支援  ４．全面的支

援 

 

「排便」 

係る一連の行為（便意、トイレへの移動、移乗、排便動作、

後始末）をひとりで行っていますか。 

１．できる        ３．部分的支援  ４．全面的支

援 

 

「買い物」 

買い物をする際、「品物を選ぶ」「必要な数量を取る」「金

銭の出し入れ（釣銭の確認を含む）」等の行為をひとりで行

っていますか。 

１．できる        ３．部分的支援  ４．全面的支

援 



  

「交通手段の利用」 

交通手段（電車、バス、タクシー）を利用する際に支援が必

要ですか。 

１．できる        ３．部分的支援  ４．全面的支

援 

 

意 思 疎 通

等 に 関 連

する項目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「日常の意思決定」 

日常の生活の中で自分の希望等を判断することができますか 

１．できる        ３．部分的支援  ４．全面的支

援 

 

「危険の認知」 

日常生活の様々な場面において、危険や異常を認識し、安全

な行動を取ることができますか。 

１．できる        ３．部分的支援  ４．全面的支

援 

 

「コミュニケーション」 

家族・友人、支援者等とのコミュニケーション（意思疎通）

の際に支援が必要ですか。 

１．できる 

２．特定の者であればできる（見守り等） 

３．会話以外の方法又は独特の方法でできる（部分的支援） 

４．できない（全面的支援） 

 

「説明の理解」 

家族・友人、支援者等からの説明を理解できますか。 

１．できる 



 

 

 

 

 

３．理解できない（部分的支援） 

４．判断不能（全面的支援） 

 

「読み書き」 

文章を読んだり書いたりすることができますか。 

１．できる        ３．部分的支援  ４．全面的支

援 

 

２前項は、法に定める障害支援区分の認定を受けた者で、申請の日が当該認

定の認定有効期間内のものにあっては、当該判定に要した同法第２０条第２

項の規定による調査（以下「認定調査」という。）の結果のうち、第１項に

定める項目の結果を準用し、申請に当たっての調査に代える。 

（障害児の該当要件） 

３申請者が１８歳未満の児童にあっては、申請者法又は児童福祉法に基づく

サービスの給付を受けたものであって、サービスの給付に当たって行った児

童福祉法に基づく５領域１１項目の調査の結果が、障害児に係る厚生労働大

臣が定める区分（平成１８年厚生労働省告示第５７２号）に規定する区分に

おいて、区分２以上であるもの。 

（障害者の身体介護の要否） 

４利用決定内容において「身体介護を伴う」に該当する者は、申請者が１８

歳以上の者にあっては、次の各号に該当するものとし、該当しないときは「

身体介護を伴わない」ものとする。 

(１) 障害支援区分が区分２以上のもの 

(２) 認定調査項目のうち、それぞれアからオまでに掲げる状態のいずれ

か一つ以上に該当するもの 

ア  「歩行」が「全面的な支援が必要」 

イ  「移乗」が「見守り等の支援が必要」、「部分的な支援が必要」又

は「全面的な支援が必要」 

ウ  「移動」が「見守り等の支援が必要」、「部分的な支援が必要」又

は「全面的な支援が必要」 



エ  「排尿」が「部分的な支援が必要」又は「全面的な支援が必要」 

オ  「排便」が「部分的な支援が必要」又は「全面的な支援が必要」 

（障害児の身体介護の要否） 

５利用決定内容において「身体介護を伴う」に該当する者は、申請者が１８

歳未満の児童にあっては、第３項に定める調査の結果が次の各号のいずれか

に該当するものとし、該当しないときは「身体介護を伴わない」ものとする

。 

(１) 「１ 食事」、「２ 排せつ」、「３ 入浴」又は「４ 移動」の項目

において、「一部介助」又は「全介助」に１以上該当するもの 

(２) 「５ 行動障害及び精神症状」の（１）から（３）のいずれかにおい

て「週１回以上の支援が必要」又は「ほぼ毎日支援が必要」に１以上

該当するもの 



別紙１ 

１ 余暇活動及び社会参加のための移動 

 （１） 各種行事及び研修会のための移動 

 （２） 余暇、スポーツ、文化活動への参加のための移動 

 （３） ボランティア活動のための移動 

 （４） レクリエーション、旅行、スポーツ観戦、映画鑑賞及び観劇等の 

  ための移動 

 （５） その他前各号に準ずる外出と市長が認める移動 

２ 社会生活上不可欠な移動 

 （１） 権利、義務に関する相談及び手続きのための移動 

 （２） 学校行事への参加及びＰＴＡ活動のための移動 

 （３） 家計の維持及び財産の保全に係る手続きのための移動 

 （４） 外食及び日常生活に必要な買い物のための移動 

 （５） 理容、美容及び着付けのための移動 

 （６） 住居の取得、賃貸借、維持管理の契約及び相談のための移動  

 （７） 冠婚葬祭、初詣及び墓参り等社会的習慣のための移動 

 （８） 官公庁及び金融機関での手続きのための移動 

 （９） 公的行事への参加のための移動 

 （１０） その他前各号に準ずる外出と市長が認める移動 

 



別紙２ 

基本料金 

１ 個別支援型 

基準額 

時間基本区分 

介護区分 

３０分 

 

１時間 

 

１時間３０分 

 

身体介護を伴う ２，３００円 ４，０００円 ５，８００円 

身体介護を伴わない ８００円 １，５００円 ２，２５０円 

 

利用者負担額 

時間基本区分 

介護区分 

３０分 

 

１時間 

 

１時間３０分 

 

身体介護を伴う ２３０円 ４００円 ５８０円 

身体介護を伴わない ８０円 １５０円 ２２５円 

 

延長（又は夜間、深夜延長）料金 

基準額 

時間延長区分 

介護区分 

以降３０分毎 

（日中） 

以降３０分毎 

（夜間） 

以降３０分毎 

（深夜） 

身体介護を伴う ８２０円 １，０３０円 １，２３０円 

身体介護を伴わない ７５０円 ９４０円 １，１３０円 

 

利用者負担額 

時間延長区分 

介護区分 

以降３０分毎 

（日中） 

以降３０分毎 

（夜間） 

以降３０分毎 

（深夜） 

身体介護を伴う ８２円 １０３円 １２３円 

身体介護を伴わない ７５円 ９４円 １１３円 

 

※ 夜間及び深夜とは次のとおりとする。 



  （１） 夜間とは、午後６時から午後１０時までの時間とする。  

 （２） 深夜とは、午後１０時から午前６時までの時間とする。 

 

２ グループ支援型 

基準額 

時間基本区分 

介護区分 

３０分 

 

１時間 

 

１時間３０分 

 

身体介護を伴う １，８４０円 ３，２００円 ４，６４０円 

身体介護を伴わない ６４０円 １，２００円 １，８００円 

 

利用者負担額 

時間基本区分 

介護区分 

３０分 

 

１時間 

 

１時間３０分 

 

身体介護を伴う １８４円 ３２０円 ４６４円 

身体介護を伴わない ６４円 １２０円 １８０円 

 

延長（又は夜間、深夜延長）料金 

基準額 

時間延長区分 

介護区分 

以降３０分毎 

（日中） 

以降３０分毎 

（夜間） 

以降３０分毎 

（深夜） 

身体介護を伴う ６５６円 ８２４円 ９８４円 

身体介護を伴わない ６００円 ７５２円 ９０４円 

 

利用者負担額 

時間延長区分 

介護区分 

以降３０分毎 

（日中） 

以降３０分毎 

（夜間） 

以降３０分毎 

（深夜） 

身体介護を伴う ６５円 ８２円 ９８円 

身体介護を伴わない ６０円 ７５円 ９０円 

 



※ 夜間及び深夜とは次のとおりとする。 

  （１） 夜間とは、午後６時から午後１０時までの時間とする。  

 （２） 深夜とは、午後１０時から午前６時までの時間とする。  

 

３ 自立支援型 

基準額 

３０分 １時間 １時間３０分 

１８００円 ２，５００円 ３，２５０円 

 

利用者負担額 

３０分 １時間 １時間３０分 

１８０円 ２５０円 ３２５円 

 

延長（又は夜間、深夜延長）料金 

基準額 

以降３０分毎 

（日中） 

以降３０分毎 

（夜間） 

以降３０分毎 

（深夜） 

７５０円 ９４０円 １，１３０円 

 

利用者負担額 

以降３０分毎 

（日中） 

以降３０分毎 

（夜間） 

以降３０分毎 

（深夜） 

７５円 ９４円 １１３円 

 

※ 夜間及び深夜とは次のとおりとする。 

  （１） 夜間とは、午後６時から午後１０時までの時間とする。 

 （２） 深夜とは、午後１０時から午前６時までの時間とする。  



様式第１号 

移動支援事業利用申請書 

 

 渋川市長        様 

 

 次のとおり申請します。なお、決定のため、市が世帯の課税状況や所得状況等に 

ついて、確認することに同意します。 

申請年月日     年  月  日 

申

請 

者 

 

 

 

フリガナ  生年月日 

 

 

 氏 名 

 

  

  個人番号  

居住地 

 

 

〒 

 

電話番号 

    フリガナ      生年月日  

申請に係る 

児童氏名 

 

 

個人番号  

続  柄  

障害者手帳 

等の種類 

身体 療育  

精神 難病等 

手帳番号 

又は疾病名 

 

 

 

サ 

ー 

ビ 

ス 

利 

用 

の 

状 

況 

 

障害福祉 

関係サービス 

  

 

 

障害支援 

区分認定 

有・無 

 

区分 

 

 非該当  

 １ ２ ３ ４ ５ ６ 

利用中のサービスの種類と内容等 

 

 

介護保険 

サービス 

  

 

 

要介護 

認 定 

有・無 

 

要介護度 

 

 非該当・要支援 １ ２ 

 要介護 １ ２ ３ ４ ５ 

利用中のサービスの種類と内容等 

 

 

 

申請内容 

 

 

 

 

 

 



様式第２号   

移動支援事業利用決定通知書 

年  月  日 

 

          様 

渋川市長           印  

 

  渋川市移動支援事業実施要綱に規定する移動支援事業の利用について、下記のと

おり決定しましたので通知します。 

記 

利用者番号 

 

 

 

利用 

決定日 

    

 

利用者 

（保護者） 

 

 

氏名 

        

 

 

生年月日 

 

 

 

住所 

        

  

 

決定に係る 

児童 

 

氏名 

 

 

 

生年月日 

 

 

 

続柄  

利用者負担の有無 

 

有・無 

 

利用者負担 

上限月額 

 

 

利用決定期間 

 

 

 

支給量 

 

 

 

介護区分 

 

 

 

備 考 

 

 

 

 

 審査請求及び取消訴訟 

１ この決定について不服があるときは、この通知書を受け取った日の翌日から起

算して３か月以内に渋川市長に対し審査請求をすることができます。 

２ この決定の取消しを求める訴えは、この通知書を受け取った日の翌日から起算

して６か月以内に渋川市を被告として（渋川市長が被告の代表となります。）提

起することができます。なお、この決定の日から１年を経過すると、この決定の

取消しを求める訴えを提起することができなくなります。 



様式第３号 

不承認決定通知書 

年  月  日 

 

          様 

 

渋川市長           印 

 

      年  月  日に申請された移動支援事業の利用については、次の理由

により不承認とすることに決定しましたので通知します。なお、この決定に不服が

あるときは、この通知書を受けた日の翌日から起算して３か月以内に渋川市長に対

して審査請求をすることができます。 

 

記 

 

１ 不承認の理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第４号 

移動支援事業申請内容変更（利用辞退）届出書 

 

 渋川市長        様 

 

 次のとおり（変更・辞退）したいので届け出ます。 

届出年月日     年  月  日 

申

請 

者 

 

 

 

フリガナ  生年月日 

 

 

 氏 名 

 

  

 個人番号  

 

居住地 

 

〒 

 

                           電話番号 

    フリガナ      生年月日  

申請に係る 

児童氏名 

 

 

個人番号  

続柄  

障害者手帳 

等の種類 

身体 療育  

精神 難病等 

手帳番号 

又は疾病名 

 

 

 

 変更内容 

変更事項 変更前 変更後 

氏 名 

 

 

 

 

 

     居 住 地      

                

 

 

 

 

     そ の 他      

                

 

 

 

 

 

 利用辞退 

理 由 

 

 

 

 

 

 

 



様式第５号   

移動支援事業利用決定取消し通知書 

年  月  日 

 

          様 

 

渋川市長           印  

 

      年  月  日付けで決定した移動支援事業利用決定については、下記

のとおり取り消しましたので、渋川市移動支援事業実施要綱第８第２項の規定に基

づき通知します。 

記 

    利用者番号     

 

 

 

利用決定 

取消し日 

    

 

利用者 

（保護者） 

 

 

氏名 

        

                   

 

住所 

        

  

 

決定に係る 

児童 

 

氏名 

 

                     

 

続柄  

 

取消し理由 

 

 

 

 

 

 審査請求及び取消訴訟 

１ この決定について不服があるときは、この通知書を受け取った日の翌日から起

算して３か月以内に渋川市長に対し審査請求をすることができます。 

２ この決定の取消しを求める訴えは、この通知書を受け取った日の翌日から起算

して６か月以内に渋川市を被告として（渋川市長が被告の代表となります。）提

起することができます。なお、この決定の日から１年を経過すると、この決定の

取消しを求める訴えを提起することができなくなります。 

 

 

 



様式第６号 

移動支援事業委託費請求書 

 

 渋川市長        様 

 

請求金額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

千 

 

 

 

 

 

円 

 

内訳 

 

 

 

年  月分  

委託費名 明細書件数 金 額 

  移動支援事業委託費 

   

 

 

 

 

 

 上記の通り請求します。 

年  月  日 

請求者 

 

 

 

 

 

 

住 所 

 

 

 

 

 

法人名 

（事業所名） 

 

                  

 

 

代表者名  

 

振込先口座 

口座名義人 

 

カナ： 

漢字： 

銀 行 名  

支 店 名  

口 座 番 号 普通・当座   

 

発行責任者及び担当者（フルネーム） 連絡先（固定電話番号） 

発行責任者： 

 

（電話番号） 

 

担 当 者： 

 

（電話番号） 

 



様式第７号 

移動支援事業委託費明細書 

年  月分   

利用者番号  法人名及び 

の事業所名 

 

 

 

 

利用者氏名  

児童氏名  

 

 費用額計算欄 

サービス提供時間 

サービス提供種類 

算定単位額 

 

算定回数 

 

算定額 

 

 

 

 

   

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

算定額合計 

 

① 

 

 

 

 

 利用者負担額計算欄 

利用者負担算定額合計 

 

A 

 

 

 

利用者負担上限月額 

 

B 

 

 

 

A 又は B のいずれか低い額 

 

② 

 

 

 

 

当月移動支援事業委託費請求額 

 

①－② 

 

 

 



様式第８号 

移動支援提供実績記録票 

年  月分 

利用者番号  法人名及び 

の事業所名 

 

 

 

 

 

 

 

 

利用者氏名  

児童氏名  

支給量  

利用者負担 有・無 

 

サービス種類 

 個別支援型・グループ支援型・自立支援型 

日付 

 

サービス提供時間 車両等の 

運転時間 

委託費の 

算定時間 

派遣 

人数 

利用者 

負担額 

移動 

手段 

提供 

者印 開始時間 終了時間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 


